
東京都立海上公園 指定管理者募集要項 

 

第１ 公募の概要 

１ 公募の趣旨・目的 

東京都は、所管する海上公園の管理運営を効果的かつ効率的に行うため、

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項及び東京都海上公

園条例（昭和 50 年東京都条例第 107 号。以下「条例」という。）第 30 条の

２の規定により、海上公園の管理に関する業務を行う指定管理者の募集を行

います。 

 

２ 海上公園管理の基本方針 

(１) 海上公園は地方自治法に基づく公の施設であり、その利用に際して

は平等かつ公平な取扱いをしなければなりません。 

(２) 海上公園は、臨海部における自然環境の保全及び回復を図り、都民

の福祉の増進と緑豊かな都市づくりに寄与することを目的として設置

されたものです。その設置目的を踏まえ、指定管理者は行政の代行と

しての基本姿勢に立ち適正な管理運営に努め、都民の信頼に応えなけ

ればなりません。 

(３) 指定管理者は、海上公園の管理について創意工夫のある企画や効率

的な運営等により、公園利用者の多様なニーズに応え、質の高いサー

ビスの提供を図り、効果的・効率的な管理運営を目指さなければなり

ません。 

 

３ 公募の単位 

管理運営に専門性、特殊性のある海上公園は単独とし、管理運営に類似

性や同一性がある公園はスケールメリットと地域性を勘案してグループ化

し指定管理者を募集します。 

 

Ⅰ 東京港野鳥公園 

Ⅱ 若洲海浜公園（ヨット訓練所は除く） 

Ⅲ 東部地区（８公園）  

辰巳の森海浜公園外７公園 

 

 

 



第２ 公園管理の概要 

管理対象公園（所在地、面積、主要施設等）や管理運営については仕様

書を参照してください。 

 

第３ 応募資格 

１ 応募資格 

海上公園施設又はこれに類する施設に係わる維持管理業務の実績を有す

る法人又はその他の団体（以下、「団体等」という。）に限られます。個人

での応募はできません。 

なお、複数の団体等がコンソーシアム（共同事業体）を構成して応募

（以下「コンソーシアム応募」という。）することも可能です。 

 

２ 欠格条項及び指定の取消しについて 

次のいずれかに該当する団体等は、応募することはできません。 

(１) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の

規定により東京都の一般競争入札に参加させることができないとさ

れている者及び同条第２項の規定により東京都から一般競争入札に

参加させないこととされた者 

(２) 東京都から指名競争入札における指名停止措置を受けている者 

(３) 都税、法人税、消費税等を滞納している者 

(４) 会社更生法、民事再生法等により更生又は再生手続を開始している

者 

(５) 公の施設の管理が地方自治法第 92 条の２、第 142 条（第 166 条第

２項で準用される場合も含む。）及び第 180 条の５第６項の規定にお

ける「請負」に含まれるとした場合に、その規定に抵触することとな

る者 

(６) 東京都指定管理者に係る暴力団等対抗措置要綱（24 総行革行第 469

号）の別表に掲げる排除措置対象者の１号から６号までのいずれかに

該当する者 

(７) 条例第 30 条の 4 第 1 項第 1 号から第 4 号までの規定により東京都

から指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない者 

(８) 公共の安全及び秩序を脅かすおそれのある団体に属する者 

 

また、コンソーシアム応募の場合において、コンソーシアムの構成員が上

記欠格条項に該当する場合は、当該コンソーシアムが欠格条項に該当するも

のとみなします。ただし、欠格条項（７）について、当該指定取消しの事由



が当該コンソーシアムの一の構成団体に帰すことが明らかな場合は、当該コ

ンソーシアムを構成するその他の者は、欠格条項に該当しないものとします。 

指定管理期間中に欠格条項に該当した場合において、当該指定管理者によ

る管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、

又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずるものとします。

この場合、指定管理者の損害に対して東京都は賠償を行いません。 

 

３ コンソーシアム応募 

(１) コンソーシアム応募の場合は、あらかじめコンソーシアム結成の協定

書により定められた代表者が申請手続を行うこととします（他の団体等

は、当該コンソーシアムの構成員として扱います。）。 

代表者は、責任を持って当該コンソーシアムを統括する役割を担い、

コンソーシアムを代表して指定管理者指定の申請を行う権限を有しま

す。東京都との関係においては、窓口として機能することになります。 

(２) 一つの公募単位（Ⅰ～Ⅲ）に、異なるコンソーシアムの構成員になる

等により、同一の団体等が複数応募することはできません。ただし、複

数の公募単位（Ⅰ～Ⅲ）に同時に応募することを妨げるものではありま

せん。 

 

第４ 応募方法 

１ 応募書類 

応募する公募の単位ごとに、以下の書類を提出してください。提出にあた

っては、東京都共同電子申請・届出サービス又は窓口提出のいずれかを選択

することができます。 

東京都共同電子申請・届出サービスの場合、指定管理者指定申請書（①）

及び官公庁が発行する書類（⑩～⑫）については、別途郵送等で原本 1部を

提出してください。 

窓口提出の場合、応募書類は各１部ずつ提出することとします。 

なお、官公庁が発行する書類は、提出日から３か月以内に発行された原本

に限ります。 

 

 

 

 

 

 



  

 

書 類 等 

コンソー

シアムの

場合、構

成員ごと

に提出 

様式 

①  指定管理者指定申請書 

（ⅠからⅢまで、公募単位ごとに申請書があ

るので取り違えないよう留意してください。） 

 

様式１ 

②  指定申請に係る誓約書 〇 様式２ 

③  法人等の概要 〇 様式３ 

④  海上公園施設又はこれに類する施設の管理業

務実績（直近３年間以内の主な実績等の記載） 〇 様式４ 

⑤  事業計画書及びその概要版（令和５年度から、

第６で指定する期間内の事業計画について提

案してください。また、概要版は日本産業規格

Ａ列４番の用紙で２枚程度とし、様式は任意

とします。） 

 別冊 

⑥  コンソーシアム結成協定書又はこれに相当す

る書類（コンソーシアムで申請する場合のみ

提出） 

 

 任意様式 

⑦  定款、寄附行為又はこれに類するもの 
〇 任意様式 

⑧  貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類す

るもの（直近３年分） 
〇 任意様式 

⑨  財務情報に関する確認事項 〇 様式５ 

⑩  法人の登記事項証明書 

（法人以外の場合はこれに類するもの） 
〇 各種証明書 

⑪  納税証明書（直近のもの） 

法人税、消費税及び地方消費税（納税証明書

「その３」または「その３の３」で提出）。本

店所在地の市町村民税（東京都の場合は法人

都民税、法人事業税） 

〇 各種証明書 

⑫  法人税の申告書の写し 別表１～５（直近の

もの） 〇 各種証明書 



２ 応募書類の取扱い等 

(１) 著作権 

申請団体等から提出された応募書類の著作権は申請団体等に帰属し

ます。 

ただし、指定管理者に選定された申請団体等の応募書類については、

都が指定管理者制度導入による海上公園の管理運営内容の公表及びそ

の他必要と認める場合には、その一部又は全部を無償で使用できるもの

とします。 

(２) 特許権等 

申請に当たって、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国

の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手

法、維持管理方法等を使用した結果生じた責任は、申請団体が負うもの

とします。 

(３) 応募書類の返却 

指定管理者候補者として選定されなかった場合、応募書類は指定の決

定後、東京都において破棄します（返却しません）。 

なお、保管中の応募書類は、東京都情報公開条例等の規定に基づき公

開される場合があります。 

 

３ 募集要項等の配布 

募集要項や仕様書、図面等の配布資料及び事業計画書等の様式は、東京都

港湾局のホームページからダウンロードしてください。窓口での配布は行

いません。 

【ホームページアドレス】 

https://www.kouwan.metro.tokyo.lg.jp/jigyo/shiteikanrisya/shitei-bosyuu.html 

【配布開始日】 

令和 4 年 6 月 6 日（月）から 

 

４ 事業計画書 

事業計画書及びその概要版の中には、応募の団体等の名称は記載しないで

ください。記載した場合、審査の対象外となりますので注意してください。 

 

５ 募集に関する質問 

募集要項等の配布資料について質問がある場合は、様式 6「東京都立海上

公園指定管理者指定申請に関する質問票」（以下「質問票」という。）を公募

単位ごとに以下の期間内に、本要項の最終頁に記載している宛先に電子メ



ールで送付してください。電話や来訪等の口頭による質問は受け付けませ

ん。 

受け付けた質問についての回答は、ホームページで公開します。質問をし

た団体等だけに回答するわけではありません。なお、質問票を送付する前に、

別添「指定管理者選定に関するＱ＆Ａ」を参照し、重複の質問がないよう注

意してください。 

【質問受付期間】 

令和 4 年 6 月 29 日（水）～7月 4日（月） 

最終日の令和４年 7月 4日（月）は午後 5時までの受付とします。 

   【回答公開日】 

   令和 4 年 7 月 12 日（火）までにホームページで公開します。 

 

 ６ 現地見学会 

申請予定団体に対して、下記の有料公園及び有料施設について見学会を

開催します。参加を希望する団体は、様式 7「現地見学会参加申込書」に

必要事項を記入し、令和 4年 6月 20 日（月）までに本要項の最終頁に記載

している宛先に電子メールで申し込んでください。申込みは各団体 3名以

内（コンソーシアムで応募する場合は、コンソーシアムで 3名以内）に限

ります。 

なお、現行の指定管理者から説明を受けることはできません。 

【Ⅰ 東京港野鳥公園】 

ア 開催日時 令和 4年 6月 28 日（火）14 時から 

イ 集合場所 東京港野鳥公園入口前 

【Ⅱ 若洲海浜公園（若洲ゴルフリンクス）】 

ア 開催日時 令和 4年 6月 24 日（金）17 時 30 分から 

イ 集合場所 申込者に別途通知 

 

７ 応募書類の提出期間及び提出先 

応募書類は、公募単位ごとに下記のとおりご提出ください。提出期間後に

おける応募書類の変更及び追加は認めません。 

なお、書類に不備又は不足等があった場合は失格となる場合があります。 

【提出期間】 

令和 4 年 7 月 25 日（月）～8月 5日（金）  午前 10 時から午後 5 時 

土日を除く 

   【提出先】 

本要項の最終頁に記載している提出先 



東京都共同電子申請・届出サービス又は窓口提出 

※窓口にて提出する際は、前日までに（土日除く）来庁する日時について

事前にご連絡いただきますようお願いします。 

 

第５ 指定管理者の選定等 

１ 選定の進め方 

ア 外部委員を含めた指定管理者選定委員会において、提出された事業計

画書等により一次審査（書類審査）を行います。結果は、令和 4年 9月

上旬（予定）に申請団体全員に通知します。 

イ 一次審査通過団体に対し、二次審査を実施します。二次審査では、一

次審査通過団体が、提出した事業計画書等の内容について選定委員にプ

レゼンテーションを行い、その後、選定委員の質問に回答します。この

際、事業計画書に記載していない事項に関する説明、団体等の名称を名

乗ることはできません。二次審査後、公募単位ごとに最優秀団体を決定

します。 

ウ 指定管理者選定委員会での最優秀団体の選定結果に基づき、令和 4年

11 月下旬（予定）に、知事が指定管理者の候補者を決定し公表します。 

なお、候補者が辞退等をした場合は、次順位以降の者と協議を実施し、 

候補者として選定する場合があります。 

エ 指定管理者の指定は、令和 4年東京都議会第四回定例会（予定）での

議決を経て行います。指定の議決後、指定管理者は東京都と細目につい

て協議し、基本協定と令和 5年度の費用に関する協定を締結します。 

 

２ 選定基準及び配点等 

(１) 指定管理者の選定は、以下の基準と配点に基づき行います。 

 

【団体等の能力の検証 30 点／100 点】 

① 海上公園の維持管理業務等について、相当の知識及び経験を有する

者を当該業務に従事させることができること。 

・指定管理者の役割を十分に理解しているか。 

・海上公園管理に関する知識を有しているか。 

② 海上公園の維持の技術に係る指導育成体制が整備されていること。 

・管理運営の体制が整備されているか。 

③ 海上公園施設又はこれに類する施設における良好な管理の業務の実

績を有すること。 

・良好な業務実績を有しているか。 



④ 安定的な経営基盤を有していること。 

・既存事業の経営基盤が安定しているか。 

⑤ 障害者の雇用や環境対策への取組を始めとする事業者としての社会

的責任を果たしていく意思があること。 

 

【海上公園の効用の発揮 30 点／100 点】 

海上公園の効用を最大限に発揮すること。 

・利用者に対する質の高いサービスの提供を行うことができるか。 

・外国人を含めた多様な利用者への対応ができるか。 

・ボランティア団体、ＮＰＯ、地元団体等との協働・連携に向けた取組

みとなっているか。 

・都民等の要望・苦情の把握及び管理業務への反映が適切か。 

・自主事業計画が具体的かつ現実的で、創意工夫や積極性があるか。 

・東京 2020 大会レガシーの継承に積極性はみられるか。 

 

【適正な維持管理 20 点／100 点】 

関係法令及び条例の規定を遵守し、適正な管理運営ができること。 

・海上公園の役割を十分に認識しているか。 

・適正な維持管理が図られているか。 

・施設の修繕等に対する姿勢は適切か。 

・事故等の予防、緊急対応及び災害対策は適切か。 

 

【管理運営の効率化 20 点／100 点】 

効率的な管理運営ができること。 

・提案額が具体的で、かつ効率的な管理運営ができるか。 

 

  ※現指定管理者の管理運営状況評価結果の今回選定における反映について 

  （東京港野鳥公園） 

    現指定管理者である東京港野鳥公園グループ（指定管理期間：平成 28 

年 4 月 1 日～令和 5年 3月 31 日まで）が今回選定に応募した場合、「東 

京都指定管理者制度に関する指針 3(1)ウ（ウ）」に基づき、上記の採点 

における合計得点に 10％を加算する。 

 

(２) 申請団体等から提出された事業計画書等を審査した結果、高位の評価

を得た団体等が複数存在し、その評価が同一水準である場合は、都内に

主たる事務所・本店（主たる営業所）を有する団体等を優先して選定し



ます。 

(３) 指定管理者候補者の選定結果については、以下の事項を東京都港湾局

のホームページにおいて公表します。 

ア 施設の名称及び所在地、指定管理者候補者の名称、指定の期間 

イ 選定の経緯、選定理由 

（ア）選定方法 

（イ）採点項目及び配点 

（ウ）応募事業者名及び応募事業者数 

（エ）各応募事業者の採点項目ごとの得点状況（指定管理者候補者以

外の事業者名は匿名） 

ウ 選定委員会議事要旨 

エ 指定管理者候補者の事業計画書及び提案額 

オ 選定委員会名及び委員氏名 

カ その他必要な事項 

(４) 指定管理者の業務開始までのスケジュール（予定） 

ア 募集要項・資料の発表  令和 4年        6 月   6 日から 

イ 現地見学会           令和 4年       6 月 24 日・6月 28 日 

ウ 質問書受付   令和 4年      6 月  29 日～7月   4 日 

エ 申請受付期間          令和 4年         7 月   25 日～8月  5 日 

オ 一次審査及び結果通知      令和 4年   9 月上旬（予定） 

カ 二次審査      令和 4年     9 月下旬（予定） 

キ 指定管理者候補者決定          令和 4年 11 月下旬（予定） 

ク 議会における議決   令和 4年 12 月下旬 

ケ 基本協定・年度協定の協議 令和 5年    2 月 

コ 指定管理者による管理の開始 令和 5年    4 月 1 日 

 

３ 選定等についての問合せ 

上記２(３)で公表する事項以外の審査の詳細な基準、審査過程、審査結果

等、選定に関する事項についての問合せは一切できません。 

 

第６ 指定期間 

令和 5年 4月 1日から令和 8年 3月 31 日まで（3年間） 

ただし、指定期間内であっても、条例第 30 条の４の規定等により指定管

理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部

の停止を命ずることがあります。この場合、指定管理者の損害に対して東

京都は賠償を行いません。 



 

第７ 管理運営経費 

１ 選定基準額 

応募者は、以下に示す東京都の選定基準額（単年度）を参考とし、指定

管理料を提案してください。 

・東京港野鳥公園  ：121,189,000 円 

・東部地区（８公園） ：224,384,000 円 

（※いずれも消費税及び地方消費税を含む。） 

なお、若洲海浜公園については、「３ 若洲海浜公園の特例」を参照の

上、以下に示す納付基準額（単年度）を参考とし、東京都への納付金額を

提案してください。 

・若洲海浜公園  ：211,254,000 円 

 

２ 指定管理料の支払方法 

（１）東京都は、年度ごとに予算要求を行い、都議会の議決をもって次年度

の予算額が確定します。指定管理料は、事業計画書において提案のあっ

た金額に基づき、年度ごとに指定管理者と協議を行い、議決された予算

額の範囲内で決定します。そのため、提案額が必ず保証されるものでは

ありません。 

（２）指定管理者による管理運営の水準が、本要項や協定で定めたものに満た

なかった場合には、指定管理料の減額を行うことがあります。減額等の基

準・手続きについては、協定で定めます。 

（３）なお、指定期間中において、開園区域や施設及び物件の増減等によ

り、管理運営内容に変更が生じる場合は、原則として指定管理料も増減

させます。 

（４）若洲海浜公園を除き、指定管理料は、東京都の会計年度を基準とし

て、毎月履行確認後に指定管理者の請求を受けて支払います。 

   若洲海浜公園については、東京都の会計年度を基準として、四半期に

一度、納付金を東京都に納付していただきます。 

（５）東京都が支払う指定管理料の精算は行いません。なお、経費の不足分

は、指定管理者の負担となります。 

ただし、指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務が履行されてい

ないことが確認された場合や、不適切と認められる支出が確認された場合、

東京都はその部分に相当する指定管理料を支払わず、若しくは支払った指

定管理料の返還を求めることがあります。 

 



 

３ 若洲海浜公園の特例 

（１）経費の支払い 

若洲海浜公園については、利用料金収入で経費を賄うため、都からの

指定管理料の支払いはありません。 

（２）納付金 

利用料金収入の一部を、東京都への納付金として納めていただきま

す。納付金額は提案事項となります。提案内容は、指定管理期間（３年

間）通常どおりの利用料金収入があることを前提とします。また、災害

等により休場した場合等の営業補償はありません。 

 

第８ 指定管理者と東京都の責任分担 

指定管理者と東京都の責任分担については、以下のとおりです。 

項   目 指定管理者 東京都 

① 公園の運営管理 

（企画調整、イベント受付、利用指導、案

内、警備、苦情対応、都民協働、自然環境

保全、利用者満足度調査、利用促進活動、

禁止行為に対する注意・指導等） 

◎  

② 広報 

（ホームページ、リーフレット作成、メデ

ィアへの情報発信等） 

◎ 

〇 

（東京都の関係媒

体に限る） 

③ 公園施設の維持管理 

（植物管理、園地保全、水域の管理、安全

の確保、清掃、施設保守点検、設備等法定

点検、維持補修、安全衛生管理、光熱水費・

公衆無線ＬＡＮ・キャッシュレス決済手数

料支出等） 

◎ 

 

④ 有料施設の利用承認 

（受付、承認、利用料金徴収） 
◎ 

 

⑤ 事故対応 

（関係機関への報告、被害者対応等） 
◎ 

〇 

（指示等） 

⑥ 災害時・緊急時対応 

（待機連絡体制確保、被害調査・報告、応

急措置等） 

◎ 
〇 

（指示等） 

⑦災害復旧（本格復旧）  ◎ 



⑧公園の法的管理（占使用許可、行為の制

限の解除） 

 

○ 

（写真撮影等の受付

業務・占用料の徴収

事務等に限る。） 

◎ 

⑨公園施設の整備、大規模改修  ◎ 

⑩包括的管理責任（管理瑕疵を除く）  ◎ 

 

 

第９ 管理運営状況評価及び評価結果の次期選定への反映 

１ 管理運営状況評価 

東京都は毎年度、指定管理者の年間を通じた管理運営状況等について評価

を行い、その結果を公表します。 

 

２ 管理運営状況評価結果の次回指定管理者選定への反映 

今回の選定を経て指定された指定管理者が、当該海上公園（グループ）の

次回指定管理者の選定公募に応募し、かつ当該管理者が当該施設の管理運営

状況評価においてあらかじめ定められた基準に合致する実績を有する場合、

次回の選定において、それまでの管理運営状況評価の実績に応じた加算若し

くは減算を採点評価に反映させます。 

 

 ３ 管理運営状況評価結果の反映の実施条件 

２は、指定管理者選定時点及び次期指定期間において、以下の同一性が全

て確保されていることを条件として実施します。 

ア 事業者の同一性 

対象となる事業者の事業内容や財務内容、組織等に大幅な変更がなく、

同一性を有していると認められること。 

また、対象となる事業者がコンソーシアムである場合は、コンソーシア

ムの構成員が同一であり、かつ各々の構成員が同一性を有していると認め

られること。 

イ 事業内容の同一性 

対象となる海上公園において、指定管理者が行う管理の基準及び業務の

範囲及び事業内容に大幅な変更がないこと。 

ウ 施設の同一性 

対象となる海上公園のグループ構成に大幅な変更がないこと。 

 



第 10 指定の取消し 

１ 選定団体等が、正当な理由なくして協定の締結に応じない場合は、指定

管理者の議決後においても、指定管理者の決定を取り消すことがありま

す。 

２ 指定管理者が、協定の締結までに、事業の履行が確実でないと認められ

るとき又は著しく社会的信用を損なう等により指定管理者として相応しく

ないと認められるときは、その指定管理者の決定を取り消し、協定を締結

しないことがあります。 

３ 指定管理者の指定に係る申請をした日から、管理に関する業務を終了す

る日までの間、第３ ２に掲げる欠格条項のいずれにも該当しないこと。

該当する場合には、指定管理者の指定を取り消すことがあります。 

 

第 11 その他 

１ 応募書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

２ 応募受付後に申請を取り下げる場合は、様式 8「取下書」を提出してく

ださい。 

３ 応募に関する費用は、すべて応募者の負担とします。 

４ 指定管理者の候補者として選定されなかった場合や欠格条項に該当した

ことにより選定外となった場合、理由等を公表する場合があります。 

５ 指定管理業務に関する下請負人等との契約において、暴力団関係者を排除

するための特約を締結してください。 

６ 各公園について、一時滞在施設として指定された場合には、大規模災害発

生時の帰宅困難者の受入等について協力が求められます。 

７ 緊急時や災害発生時において、東京都と指定管理者がそれぞれの役割分担

に基づき対応する場合等に備えて、人員の確保等の体制を整えてください。 

８ 施設賠償責任保険への加入その他、海上公園施設の利用者が被った損害へ

の対応に備えた措置を講じてください。 

 

 



 

◆書類の提出先 

（東京都共同電子申請・届出サービスにて提出する場合） 

【Ⅰ 東京港野鳥公園】 

 https://www.shinsei.elg-front.jp/tokyo2/uketsuke/form.do?id=1652606009490 

【Ⅱ 若洲海浜公園（ヨット訓練所は除く）】 

https://www.shinsei.elg-front.jp/tokyo2/uketsuke/form.do?id=1652605894835 

【Ⅲ 東部地区（８公園）】 

https://www.shinsei.elg-front.jp/tokyo2/uketsuke/form.do?id=1652605571497 

（窓口にて提出する場合） 

東京都新宿区西新宿２－８－１ 東京都庁第二本庁舎９階中央 

東京都港湾局臨海開発部海上公園課管理担当 

電話 03-5320-5582 都庁内線 43-372 

◆質問等の受付先 

メールアドレス m2-kaijokouensitei@section.metro.tokyo.jp 

https://www.shinsei.elg-front.jp/tokyo2/uketsuke/form.do?id=1652606009490
https://www.shinsei.elg-front.jp/tokyo2/uketsuke/form.do?id=1652605894835
https://www.shinsei.elg-front.jp/tokyo2/uketsuke/form.do?id=1652605571497
mailto:m2-kaijokouensitei@section.metro.tokyo.jp

